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Ⅰ．はじめに 

近年、日本において企業広報の役割が高まっている。経済広報センターの調査によると、企業に

おける広報の活動領域が広がり、広報部門が経営機能の中枢としての役割を期待される状況がいっ

そう鮮明になってきているという1
⁾。企業広報とは企業を取り巻くステークホルダー（利害関係者）

との間に、相互に利益をもたらす関係性を構築し、これを維持・発展させるためのコミュニケーシ

ョン活動である。 

広報の役割が高まっている背景には、ここ数年の相次ぐ企業不祥事を受けて企業に対する社会の

目が一段と厳しくなり、コーポレート・ガバナンス（企業統治）や企業の社会的責任（CSR）とい

った経営のあり方や姿勢が強く問われるようになってきたことがある。企業がステークホルダーや

社会全体と適切に対話し、説明責任を果たすことのできるコミュニケーション能力を有しているか

どうかが、企業の活動のみならず全社的な価値創造にも大きな影響を及ぼすようになってきている

のである。特に、コーポレートブランドやレピュテーション（評判）を高めるうえで広報の果たす

役割は大きく、限られた経営資源の中で、戦略的に広報活動を展開することの重要性が再認識され

                                 

1) 経済広報センター『第９回企業の広報活動に関する意識実態調査報告書』2006年３月,  p.11. 
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ている2
⁾。 

広報を企業の戦略の一環としてとらえる考え方は、新しいものではない。日本でも数年前より戦

略的コミュニケーションの重要性が企業側から多く語られてきている。しかし現実には、企業内の

多くの広報実務家はマスコミ対応中心の即効的な技法や有用性を重んじ、コミュニケーションをま

だまだ狭義にとらえている（井上, 2006）。戦術的な小手先の対応に終始し、コミュニケーションを

企業全体の戦略の一環としてとらえる視点に欠けているのである。企業のトップにしても、広報を

単なる一方的な情報発信と考えている者が多く、ひとたび自社に都合の悪い事態が発生すると、情

報開示に消極的になり、時には隠蔽することすらある。これでは戦略的コミュニケーションの理想

にはほど遠いといわざるをえない。 

本稿は企業広報を戦略的コミュニケーションの観点から考察する。企業における広報とは何かを

明確にしたうえで、これを戦略的に展開することの意義と具体的な手法について論じたい。 

 

Ⅱ．コミュニケーションとは 

１．コミュニケーションの概念 

前述のように、広報とは企業を取り巻くステークホルダーとのコミュニケーション活動である。

そこでまず、コミュニケーションとは何かについて考察しておきたい。コミュニケーションはいう

までもなく外来語であり、英語の communication をカタカナ表記したものである。学者の中にはコ

ミュニケーションという語は、戦後の日本に新しく根づいた外来語の中で、最も重要な意味を持つ

言葉の１つであると指摘する者もいる（大田他, 1994, p. 3）。手元の国語辞典によると、コミュニ

ケーションとは「人間が互いに意思・感情・思考を伝達し合うこと。言語・文字その他視覚・聴覚

に訴える身振り・表情・声などの手段によって行う」（大辞林）と定義されている。 

日本においてコミュニケーションが外来語としてカタカナ書きのまま使われるようになった背

景には、もともと日本語には同じ意味を持つ言葉がなく、この新しい概念を表すために日本語で訳

語をつくるより、そのまま使わざるを得ないという実状があったと考えられる（八代他, 1998, p. 44）。

さらに、日本ではつい最近まではコミュニケーションといえば、新聞やテレビなどのマスメディア

を通じて行われるマス・コミュニケーションを意味するほうが一般的であった。このように日本に

おいては、欧米ほどには対人コミュニケーションを対象とする学問分野が発達しなかったのである

（八代他, 1998, p. 44）。つまり、日本にはもともとコミュニケーションという概念が存在せず、コ

ミュニケーションを学ぶという発想自体も存在しなかったといえよう。 

                                 

2) 経済広報センター, 前掲書,  p.11. 
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後述するように、日本では広報の概念や技術の普及が欧米諸国に比べると大きく遅れたが、その

原因として、こうしたコミュニケーションをめぐる日本特有の事情があったと考えられる。現状に

おいても、コミュニケーションなどはだれでも少し工夫すればうまくできるものであり、特に学問

として学ぶ必要はないと考えている人は多いと思われる。日本の社会全体としてコミュニケーショ

ンへの理解が進まない背景として、「沈黙は金」「察し」「腹芸」あるいは「以心伝心」などという、

コミュニケーションを図ろうとしている人々の間に共通の考え方、意見、価値観が存在することを

前提とした日本人の言語観、コミュニケーション観があるとの指摘も多い（八代他, 1998, p. 45）。 

日本の企業広報の抱える問題の根本には、実はこうした日本特有のコミュニケーション観がある

ものと考えられる。企業がコミュニケーションを図ろうとするステークホルダーには、顧客、株主、

従業員、取引先、マスコミ、監督官庁、地域住民、消費者団体など、さまざまな利害関係者がおり、

中には日本人以外の関係者も含まれる。彼らと良好なコミュニケーションを図るためには、「察し」

や「以心伝心」といった腹芸的なコミュニケーションでは通用しない。明確なメッセージを用意し

たうえで、適切なメディア（媒体）を使い、相手の理解を得るためのコミュニケーションに努めな

ければならない。効果的な企業広報を展開するためには、コミュニケーションという概念をよく理

解しておかなければならないのである。 

 

２．コミュニケーション理論 

コミュニケーションに関するほとんどの理論は、古代ギリシャの修辞法（レトリック）に基礎を

置いているとされる（Argenti, 2003, p. 21）。修辞法とは相手に対する説得の効果をあげるために言

葉を効果的に使い、適切に表現する技法のことである。古代ギリシャの哲学者であるアリストテレ

スは、修辞法に関する古典的な名著 The Art of Rhetoric の中で、「修辞法とは、どんな場合でもその

問題に見合った説得の方法を見つけ出すことのできる能力のことである」（Aristotle, 1926, p. 15）

と定義している。 

アリストテレスによると、すべての弁論は、①話し手、②弁論の主題、③話しかける相手（つま

り聴き手）――の３つの要素から成り立っており、弁論の目標は聴き手に向けられていなければな

らないという（Aristotle, 1926, p. 33）。この考え方を企業にあてはめてみると、①の「話し手」は

企業、②の「弁論の主題」は企業の発信するメッセージ、③の「話しかける相手（聴き手）」はステ

ークホルダーにあたるであろう。 

日本の広報の陥りがちな過ちは、これら３要素の中の「弁論の主題」すなわち発信するメッセー

ジの内容にばかり気を取られてしまい、メッセージの対象となる「聴き手」すなわちステークホル

ダーが一体だれなのかをしっかりと見定めるのがおろそかになってしまうことである。アリストテ
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レスが主張するように、弁論の目標はあくまで聴き手に向けられていなければならない。そのため

には自社のステークホルダーをよく把握しておけなければならないのである。 

企業のステークホルダーというと、とかく一括りにしてしまいがちだが、広報においては、実は、

だれに語ろうとしているのか、だれとコミュニケーションをしたいのかなど、ターゲットとなるス

テークホルダーをよく理解し、分析しておくことが極めて重要となる（北村, 2008）。企業を取り巻

くステークホルダーは顧客、株主、従業員、マスコミなどさまざまだが、元をただせばみな一人ひ

とりの人間である。したがって、対人コミュニケーションの場合と同様に、ステークホルダーをあ

くまで「生身の人間」としてとらえ、そのグループと対話するというつもりでコミュニケーション

に努める必要がある。どのステークホルダー・グループと対話するかによって、当然、メッセージ

の内容や、コミュニケーションのチャネルも変わってくるであろう。 

さらに、企業広報で重要なことは、双方向のコミュニケーションに努めるということである。企

業が情報を発信する場合、ターゲットとなるステークホルダーが関心を持つように考慮されたメッ

セージを、ターゲットにふさわしいコミュニケーション・チャネルを選んで伝えなければならない

（北村, 2008）。企業は情報を発信するだけでなく、伝えたメッセージが、狙ったターゲットに及ぼ

した影響や効果について分析・評価・フィードバックを行い、次の広報機会に活かしていく必要が

ある。すなわち、企業広報とは始まりと終わりのある直線的なコミュニケーションではなく、サイ

クル状の循環的なコミュニケーションのプロセスなのである（Argenti, 2003, p. 23）。 

 

Ⅲ．企業広報とは 

１．日本への導入 

広報は英語のパブリック・リレーションズ（public relations）の日本語訳とされている。パブリッ

ク・リレーションズは20世紀初頭、アメリカに登場したといわれており、その後、時代の変遷でそ

の意味合いや手法は変化してきたが、アメリカやイギリスなどアングロサクソン諸国では、政府や

地方自治体をはじめ、企業、学校など多方面に浸透し実践されている（井之上, 2001, p. 16）。日本

にパブリック・リレーションズの概念が導入されるのは、それからかなり時を経た第二次世界大戦

後のことである。 

日本は1945年、第二次大戦の敗戦により米軍を中心とする連合国軍総司令部（GHQ）の占領下に

入った。その２年後の1947年に GHQ の指示により、国民統治の方法の１つとして政府と地方行政

機関にパブリック・リレーションズが導入されたが、そのとき日本の行政が考えた訳語が「広報」

だった（猪狩, 2007, p. 52）。占領にあたった当時の米軍スタッフは、日本を民主主義国家として再

生させようとの意欲から、国民によく知らせ、国民の声もよく聴くべきだという民主主義の初歩と
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もいえるパブリック・リレーションズの理念を熱心に指導したという。 

しかし、それまで日本の行政には国民の声を聴くなどという発想はなかったため、米軍の指導

にもかかわらず、ほとんどの広報活動は行政からの一方的な「お知らせ」だったという（猪狩, 2007, 

p. 52）。当時、行政広報の指導的な立場にあった人は、パブリック・リレーションズを「広報」と訳

したことが「PR とは広く知らせることだ」という誤った観念を植えつける原因にもなったと述懐し

ているという。 

こうした経緯があることから、広報はパブリック・リレーションズの日本語訳としては必ずしも

適切でないと指摘する研究者も多い。井之上（2001, p. 6）は広報という語には、情報を発信する側

の顔しか見えず、一方向型のコミュニケーションになっているため、双方向性を持つパブリック・

リレーションズの本義からすると、重要な部分が欠落していると指摘する。確かに、一方的な「お

知らせ」というニュアンスのある「広報」はパブリック・リレーションズの訳語としては不適切か

もしれない。しかし、すでに広報という語は多くの企業や団体などで部署名として定着しているた

め、本稿においては広報をパブリック・リレーションズと同義として使用する。 

 

２．企業広報の定義 

広報にはさまざまな定義がある。広報の原語であるパブリック・リレーションズにしても定義は

さまざまだが、代表的なものは Cutlip, et al.（2006）の定義である。これによると、パブリック・

リレーションズとは「組織とその組織の存続を左右するパブリックとの間に、相互に利益をもたら

す関係性を構築し維持する経営機能」（Cutlip, et al., 2006, p. 5）という。ここでいうパブリックと

は組織体を取り巻く市民社会全体を指すが、企業の場合でいえばステークホルダーにあたるであろ

う。パブリック・リレーションズは企業のみならず、政府や地方自治体、教育機関、国際機関など、

あらゆる組織体で実践されている概念と技術である。 

一方、企業におけるパブリック・リレーションズに焦点を当て、企業がステークホルダーを管理

するための経営機能としてとらえる「コーポレート・コミュニケーション」という概念も、このと

ころ欧米で注目されている。たとえば Cornelissen（2008, p. 5）は、コーポレート・コミュニケーシ

ョンとは「すべての対内外コミュニケーション活動を効果的に調整するための枠組みを提供する経

営機能であり、その目的は、組織が頼みとするステークホルダー・グループとの間に好ましいレピ

ュテーションを構築し維持することにある」と定義している。 

この定義の特徴は、企業の展開するパブリック・リレーションズ、すなわちコーポレート・コミ

ュニケーションを、ステークホルダー管理のための経営機能と明確に位置づけたこと、さらにその

目的をレピュテーション（評判）の向上に置いているところにある。レピュテーションとはステー
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クホルダーによる「認知の集積」（フォンブラン＆ファン・リール, 2004）と考えられており、認知

を得る手段としてステークホルダーとの対話、すなわちコミュニケーションが重要な役割を担う。

最近、欧米企業を中心にレピュテーションを高め管理していく「レピュテーション・マネジメント」

の重要性が認識されるようになっている。自社が築きたい評判を明確にし、これを能動的に各ステ

ークホルダーに広めていく努力をするわけである。 

冒頭の経済広報センターの調査にも示されているように、日本の企業においても、レピュテーシ

ョンの向上を図るうえでの広報の果たす役割に注目が集まっている。本稿の目的は企業に焦点を当

てた広報の役割について論じることにあるため、企業広報の定義については、上記コーポレート・

コミュニケーションの概念を援用し、「企業におけるすべてのコミュニケーション活動を効果的に調

整するための枠組みを提供する経営機能であり、その目的は、企業を取り巻くステークホルダーと

の間に相互に利益をもたらす関係性と、好ましいレピュテーションを構築し維持することにある」

と定義する。 

 

Ⅳ．戦略的コミュニケーションとは 

１．戦略について 

ほとんどの経営者は、自社のビジネスについては戦略的に考えるように訓練されているが、こと

コミュニケーションに関しては、戦略的に考える経営者は極めて少ないという（Argenti, 2003, p. 21）。

経営戦略とは、企業が自らの目標を達成するために自らの活動領域を定義選択し、重点的に資源配

分を行うことである（岡本, 2003, p. 204）。社会における企業の存続・成長のための基本的方向を

定めることといえよう。経営戦略は企業を取り巻く環境の機会・脅威を見定め、経営資源の強みと

弱みを把握し、社会の期待や個人的価値観を考慮し策定される（岡本, 2003, p. 204）。 

企業のコミュニケーションを戦略的に展開するとはどういうことだろうか。Ⅱ－２で日本の広報

は、自社が発信するメッセージの内容にばかり気を取られ、ターゲットとなるステークホルダーを

しっかりと見定めるのをおろそかにしていると指摘したが、これではとても戦略的なコミュニケー

ションとはいえないだろう。 

上述のように、戦略を策定する際には、企業を取り巻く環境を見定めなければならない。企業広

報における環境とは、コミュニケーションを行う相手としての環境主体、つまりステークホルダー

にほかならない。メッセージのやり取りを伴うコミュニケーション活動においては、環境の主体は

ステークホルダーととらえられるため、ステークホルダーごとの動向や変化に適合し、これを管理

していくことがコミュニケーションにおける環境のマネジメントとなる。戦略的コミュニケーショ

ンには、ステークホルダーの分析と管理が不可欠となるのである。 
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戦略的コミュニケーションにはまた、明確な目標がなければならない。目標がないと対応が場当

たり的になり、一貫性を欠く不正確なコミュニケーションになってしまう。コミュニケーションに

おける目標は、ターゲットとなるステークホルダーから何らかの反応や行動を引き出すことにある。

たとえば企業がある事業計画を策定したとすると、コミュニケーション上の目標は、その計画に対

する社員の理解と支持を引き出す、といったようなことである。 

世界で最も優れた計画であっても、効果的なコミュニケーションが行われなければうまくいくと

は限らない（Hattersley & McJannet, 2005, p. 3）。コミュニケーションは言うまでもなく、メッセー

ジの送り手と受け手によって成り立っている。送り手がいくらメッセージを発信しても、受け手が

これを理解しなければコミュニケーションはうまくいかない。特にビジネスにおいては、あくまで

も受け手がメッセージの内容を正確に受け止め、その結果、送り手の期待する行動を取ってくれて

はじめて、コミュニケーションが成功したといえるのである（Munter, 2003, p. 3）。効果的な広報展

開のためには、戦略的コミュニケーションの実践が不可欠となる。 

 

２．戦略的コミュニケーションの実践 

Argenti（2003, pp. 23-35）は、アリストテレスによる弁論の３要素をベースにして、企業がコミ

ュニケーションを戦略的に展開していくうえでのフレームワークを提案している。これは、①話し

手（企業による目標の設定）→②聴き手（ステークホルダーの分析）→③弁論の主題（メッセージ

の発信）→④フィードバック――という４段階のプロセスから成る（次頁の図１参照）。これを参考

にして企業広報における戦略的コミュニケーションの実践について考察してみたい。 

 ステップ１：企業による目標の設定 

戦略的コミュニケーションの最初のステップは目標を設定することである。前項で指摘したよう

に、コミュニケーション上の目標は、ターゲットとなるステークホルダーから何らかの反応や行動

を引き出すことにある。すなわち、ステークホルダーにどういった行動を取ってもらいたいと願う

のか、ということである。まずこうした具体的な目標を設定することが、戦略的コミュニケーショ

ンの出発点となる。 

目標の設定に際しては、これを達成するために利用できるリソース（経営資源）を決定するとと

もに、企業のレピュテーション（評判）の現状を把握する必要がある。レピュテーションを把握す

る理由は、企業広報の定義が示すように、すべての広報活動の目的は、企業を取り巻くステークホ

ルダーとの間に相互に利益をもたらす関係性と、好ましいレピュテーションを構築し維持すること

にあるからである。 

レピュテーションとはステークホルダーによる「認知の集積」であり、企業は自社が築きたい評
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判を明確にし、これを能動的に各ステークホルダーに広めていく努力を継続的に行わなければなら

ない。つまり、レピュテーションは経営理念やミッションなどと同様に、企業が常に把握しておく

べきものの１つなのである。戦略的コミュニケーションの目標は、レピュテーションの向上という

企業広報の目的と整合性がとれていなければならず、その達成に貢献するものでなければならない。

Watson & Noble（2005, p. 171）は、コミュニケーション・プログラムの最終的な効果は行動に対す

るものであるが、組織の究極の目標を達成する過程の一部として、認知に関する効果も求められる

と指摘している。 

戦略的コミュニケーションの目標はまた、測定可能なものでなければならない。コミュニケーシ

ョンにおいて必要とされる具体的なリソースは、ヒト（人材）、カネ（資金）、時間であるが（Argenti, 

2003, p. 24）、こうしたリソースにかかるコストが正当化されるためには、コミュニケーション活動

の評価が効果的に行われなければならない。ところが、広報の提案やプログラムの中で目標として

設定されるものの多くは、曖昧であるのが実態である（Watson & Noble, 2005, p. 160）。典型的な

例は、「～の認知度を上げる」とか「～の地位になる」といったことである。このような目標は定量

化した要素を含めない限り測定することができない。経営者の中には、目標が測定可能でなければ

達成することはできないとさえ考える者もいるかもしれない。 

企業による目標の設定 

ステークホルダーの分析 

メッセージの発信 

■ ターゲットとなるステークホ
ルダーはだれか？ 

■ 自社とステークホルダーとの
関係は？ 

■ 自社に対するステークホルダ
ーの態度はどうか？ 

■ ステークホルダーはどの程知
っているか？ 

■ 自社の提案はステークホルダ
ーの利益に合うか？

■ 最適なメディア（媒体）は
何か？ 

■ メッセージの内容をどのよ
うに組み立てるか？ 

■ 企業はステークホルダー
にどのような行動をとっ
てほしいのか？ 

■ 利用可能な経営資源は？ 
 （人材・資金・時間） 
■ 企業のレピュテーション

（評判）の現状は？ 

フィードバック 

■ ステークホルダーは企業の期待
通りに反応したか？ 

■ ステークホルダーの反応を受け
てメッセージを見直すべきか？

（出典）Argenti（2003, p. 34）と Hattersley & McJannet(2005,  p.37)を基に作成。 

【図１】戦略的コミュニケーションのフレームワーク 
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そこでたとえば、ある特定の問題に対する企業のスタンスについて、「何パーセントの人々に知

ってもらうようにする」といったような、測定可能な要素を目標に盛り込むことが必要となる。

Watson & Noble（2005, p. 169）は、目標の設定に際して考慮すべき点として、①変化の大きさや維

持するレベルを測定可能な言い方で述べること、②そのキーワードは定量化できて現実的であるこ

と、③成果が達成されるべき期限を設定すること――などを挙げている。 

 ステップ２：ステークホルダーの分析 

戦略的コミュニケーションの第２ステップはステークホルダーの分析である。目標の達成にかか

わるステークホルダーを特定し、彼らの態度を分析するリサーチを行うことがポイントとなる。 

われわれは何かを提案したりメッセージを作成したりするとき、その内容を熱心に検討するうち

に、それは他の人にとっても自明の理であると思い込みがちである。しかし、実際にはそうとは限

らない。予断を持たずにメッセージの受け手であるステークホルダーの分析を行う必要がある。以

下の質問事項（Hattersley & McJannet, 2005, p. 37）は、ステークホルダーを分析するうえで役立つ

であろう。 

①ターゲットとなるステークホルダーはだれか。 

②自社とステークホルダーはどのような関係にあるか。 

③ステークホルダーの自社に対する態度はどのようなものか。 

④ステークホルダーはすでにどの程度のことを知っているか。 

⑤自社の提案はステークホルダーの利益に合っているか。 

なお、企業はすべてのステークホルダーと依存関係にあるため、通常のコミュニケーション活動

においては、特定のステークホルダー（たとえば投資家や顧客など）だけに目を向けていてはいけ

ない。各ステークホルダーは企業を取り囲む形で、あたかも「鎖」のように相互につながっている

と考えるべきである（越智, 2004）。したがって、特定のステークホルダーだけを利するようなこと

をすれば、必ず他のステークホルダーからの批判を招き全体に連鎖していく。 

ただし、これはステークホルダーの管理に優先順位をつけないということではない。ステークホ

ルダーは差別してはならないが、実際のコミュニケーション活動においては、案件によってその対

応に優先順位を付ける必要がある。しかもこうした優先順位は常に変化するものである。そのとき

どきで最も重要なステークホルダーを把握しておくのは非常に大切なことであり、今日のように変

化のペースが速い時代には、現時点での最重要ステークホルダーがだれであるのかを頻繁に見直す

必要がある（Alsop, 2004, p. 49）。 

 ステップ３：メッセージの発信 

戦略的コミュニケーションの第３ステップはメッセージの適切な発信である。ターゲットとなる
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ステークホルダーの分析結果に基づき、最適なメディア（媒体、コミュニケーションチャネル）を

選び、メッセージの内容を考慮することによって、適切なメッセージの発信が可能となる。 

メディアの選択とメッセージの内容は密接な関係にある。マクルーハンが指摘するように「メデ

ィアはメッセージである」（McLuhan, 1964, p. 7）からだ。どのメディアを選択するかによって、そ

こから読み取れるメッセージは変わってくる。たとえば対人コミュニケーションの場合に、近くに

座っている会社の同僚にわざわざメモを送る行為は、暗に面と向かって話したくない、というメッ

セージとなる可能性がある。 

昨今の通信技術の革新により、企業のコミュニケーション活動に使われるメディアの範囲は格段

に広がっている。新聞・雑誌・テレビ・ラジオといったマスコミ４媒体のほか、インターネットや

電子会議システム、電話・手紙・メモ・ファクス・E メールなど、新旧織り交ぜた多種多様なメデ

ィアがあり、それぞれに特性がある。企業が社内および社外にメッセージを発信するにあたっては、

ターゲットとなるステークホルダーの分析に基づき、メディアの選択を誤らないようにしなければ

ならない。 

メッセージの作成に際しては、ステークホルダーの分析とメディアの選択をしっかりと考慮しな

ければならない。どんなメッセージでどのようなメディアを使えば、特定のステークホルダーに対

して目標を達成できるのかを慎重に検討する必要がある。相手はどの程度の情報を必要としている

のか、どんな疑問を持ちそうか、自社の提案がどの程度の利益を相手にもたらすか、いかにして自

社のメッセージに説得力を持たせ印象的にするか――といった点を十分考慮して内容をつくり上げ

ることが重要である（Hattersley & McJannet, 2005, p. 5）。 

 ステップ４：フィードバック 

戦略的コミュニケーションの第４ステップは、メッセージの発信によって得られたステークホル

ダーからの反応をモニターし、次の活動にフィードバックすることである。ステークホルダーが企

業の期待通りに反応したかどうかを見極め、それによってメッセージを見直す必要があるかどうか

を判断するのである。 

コミュニケーションは行為ではなくプロセスである（Hattersley & McJannet, 2005, p. 5）。あるメ

ッセージが送られると必ずそれに対する反応が起き、それがまた別のメッセージを呼び起こす。企

業におけるコミュニケーションとは、ある特定の的にピンポイントで矢を射るということではなく、

期待する成果を得るためのプロセスを引き起こすということである。すなわち、始まりと終わりの

ある直線的なコミュニケーションではなく、サイクル状の循環的なコミュニケーションのプロセス

なのである（Argenti, 2003, p. 23）。 
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Ⅴ．おわりに 

すべての企業活動にはコミュニケーションが伴う。しかし、前述のように、多くの経営者はコミ

ュニケーションに関することとなると、戦略的な思考を怠ってしまう。その理由の１つとして、広

報・コミュニケーションをめぐる効果測定の難しさがあると考えられる。経済広報センターの調査

によると、「広報部門としての日頃の悩み」という質問に対する回答として、断トツの１位に挙げら

れているのが、「広報活動の効果測定が難しいこと」である3
⁾。 

実際、コミュニケーションのような無定形でとらえどころのない「ソフト」面の問題については、

多くの経営者は扱いに慣れておらず、どのように分析しマネジメントしたらいいのか分からないの

であろう。しかし、戦略的コミュニケーションのフレームワークが示唆するように、定量化した要

素を目標に含めることによって、コミュニケーション活動の効果を測定することは可能である。む

しろ、効果を測定できないコミュニケーション活動は戦略的とはいえないであろう。 

冒頭にも述べたように、変化する経営環境の中で、企業がステークホルダーや社会全体と適切に

対話できるコミュニケーション能力を有しているかどうかが、企業の活動のみならず全社的な価値

創造にも大きな影響を及ぼすようになっている。広報実務家のみならず経営者もまた、企業広報の

役割を戦略的コミュニケーションの観点からとらえ直していく必要があろう。 
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